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　ベストセラーとなった増田寛也『地方消滅』の
議論以後、人口減少下における地域振興のあり方
や、日本全体の成長の持続可能性に関する議論は、
再び高い注目を集めるようになってきている。
　『統計』2017年 5月号では、「統計で考える「地
域格差」」をテーマとした特集が組まれている。
同特集の中の論文、徳井丞次「地域間格差は拡大
しているのか」においては、都道府県別産業生産
性（R-JIP）データベースを用いて、労働生産性を
指標として分析を試みている。その中では、戦後
1970年代初頭まで地域間格差は縮小傾向にあった
が、近年そのダイナミズムは縮小してきたこと、
原因として、高度成長期までは資本装備率の地域
間格差が労働生産性格差を説明する重要な要因で
あったのが、近年では労働力の質と全要素生産性
の高さに起因する割合が高まってきたことが示さ
れている。そして製造業の地域間生産性格差が縮
小傾向を示す一方で、特にサービス業における地
域間の生産性の格差が重要な要因になってきてい
ることを明らかにしている。
　また、同特集内の別論文である新井園枝「本社
機能が、所得格差に与える影響」は、本社サービ
スの生産額、移出入等に着目し、地域をまたがっ
た本社の管理補助的業務活動が拡大傾向にあると
ともに、その移入を加味して労働生産性を見た場
合に、特に首都圏や関西圏の周辺県を中心に、計
測されている労働生産性とのかい離幅（＝低下幅）
が大きくなっていることが示されている。
　『JRIレビュー』2017年第 5号では、「成長鈍化
の東京・人口減少の地方～付加価値創出力をどう
